
歳
入
（
市
の
収
入
）

　

平
成
20
年
度
の
一
般
会
計
収
入

金
額
は
、
４
２
０
億
７
９
８
万
円

で
、
19
年
度
と
比
べ
、
30
億
５
３

８
７
万
円（
7.8
％
）増
加
し
ま
し
た
。

　

増
加
の
要
因
は
、
国
の
経
済
対

策
の
一
環
と
し
て
実
施
さ
れ
た
、

定
額
給
付
金
の
給
付
事
業
費
補
助

金
や
子
育
て
応
援
特
別
手
当
交
付

金
な
ど
の
国
庫
支
出
金
と
、
合
併

に
伴
う
岡
部
町
の
未
収
入
金
な
ど

の
諸
収
入
が
主
な
も
の
で
す
。

　

市
税
収
入
は
個
人
市
民
税
、
固

定
資
産
税
は
増
加
し
た
も
の
の
、

法
人
市
民
税
は
減
少
と
な
り
ま
し

た
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
前
述
し
た
定

額
給
付
金
事
業
な
ど
に
よ
り
、
大

幅
に
増
加
し
ま
し
た
。

　

県
支
出
金
は
、
岡
部
町
と
の
合

併
に
伴
う
市
町
村
合
併
推
進
交
付

金
な
ど
に
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
、
地
方
譲
与
税
、

繰
入
金
、
自
動
車
取
得
税
交
付
金

は
大
き
く
減
少
し
、
収
入
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。
市
債
の
発
行
も

減
少
し
ま
し
た
。

歳
出
（
市
の
支
出
）

　

平
成
20
年
度
の
一
般
会
計
支
出

金
額
は
、
４
０
３
億
８
８
６
９
万

円
で
、
19
年
度
に
比
べ
29
億
５
９

５
８
万
円
（
7.9
％
）
増
加
し
ま
し

た
。
増
加
の
要
因
は
、
病
院
事
業

会
計
へ
の
貸
付
金
12
億
５
０
０
０

万
円
、
岡
部
町
と
の
合
併
準
備
経

費
６
億
２
６
９
１
万
円
が
主
な
も

の
で
す
。

　

支
出
を
項
目
別
に
説
明
す
る
と
、

民
生
費
は
19
年
度
と
比
べ
10
億
６

８
７
０
万
円
（
14
・
９
％
）
増
加

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
長
寿
医
療

（
後
期
高
齢
者
医
療
）
事
業
費
や
、

こ
ど
も
医
療
助
成
費
、
私
立
保
育

所
の
運
営
費
な
ど
が
増
加
し
た
た

め
と
、
子
育
て
応
援
特
別
手
当
支

給
事
業
費
な
ど
の
事
業
が
主
な
要

因
で
す
。

　

公
債
費
は
、
金
利
分
の
返
済
額

圧
縮
の
た
め
繰
上
償
還
に
取
り
組

ん
だ
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
５
億
３

６
８
０
万
円
（
10
・
０
％
）
増
加

し
ま
し
た
。

　

衛
生
費
は
、
13
億
７
９
９
０
万

円
（
30
・
７
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
病
院
事
業
会
計
へ
の
貸

付
金
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

総
務
費
は
、
定
額
給
付
金
給
付

事
業
費
、
合
併
準
備
経
費
な
ど
で
、

支
出
が
増
え
た
も
の
の
、
公
有
財

産
の
購
入
費
が
減
っ
た
た
め
、
全

体
を
見
る
と
、
６
億
１
５
６
６
万

円
（
10
・
２
％
）
減
少
し
ま
し
た
。

　

土
木
費
は
、
公
共
下
水
道
事
業

特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
が
減
少
し

市税
198億 277 万円

諸収入　33億 9,664 万円繰入金　15億 8,544 万円

繰越金　15億 2,500 万円

その他　10億 756 万円

国庫支出金　45億 1,746 万円

市債
34億 4,940 万円

地方交付税
21億 6,045 万円

県支出金
21億 4,577 万円

地方消費税交付金
12億 1,156 万円

その他　12億 593 万円

自
主
財
源

依
存
財
源

35.0％

65.0％

民生費　82億 5,689 万円

衛生費　58億 7,511 万円土木費　55億 7,856 万円

公債費
58億 8,928 万円総務費　53億 9,314 万円

教育費　41億 7,713 万円

労働費
21億 6,104 万円

消防費
12億 9,137 万円

農林水産業費　8億 4,238 万円 その他　9億 2,379 万円

行
政
用
語
解
説
１

歳
入
に
つ
い
て

自
主
財
源　

市
税
や
市
の
施
設
の

使
用
料
な
ど
市
が
独
自
で
調
達

で
き
る
お
金

市
税
／
市
民
税
や
固
定
資
産
税
な

ど
諸
収
入
／
貸
付
金
元
利
収
入
な
ど

繰
越
金
／
前
年
度
の
会
計
か
ら
今

年
度
の
会
計
へ
持
ち
越
さ
れ
た

お
金

そ
の
他
／
公
共
施
設
の
使
用
料
、

各
種
手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄

附
金
な
ど

依
存
財
源　

地
方
交
付
税
や
国
・

県
支
出
金
な
ど
国
や
県
か
ら
市

に
入
っ
て
く
る
お
金

国
庫
支
出
金
・
県
支
出
金
／
市
の

特
定
の
事
業
に
対
し
、
財
源
の

一
部
と
し
て
国
や
県
が
支
出
す

る
お
金

市
債
／
道
路
や
公
共
施
設
を
整
備

す
る
た
め
に
、
国
や
銀
行
か
ら

長
期
に
わ
た
っ
て
借
り
入
れ
る

お
金

地
方
消
費
税
交
付
金
／
消
費
税

５
％
の
う
ち
１
％
が
地
方
消
費

税
で
、
一
定
の
基
準
に
よ
り
配

分
さ
れ
る
お
金

そ
の
他
／
地
方
譲
与
税
、
地
方
特

例
交
付
金
、
自
動
車
取
得
税
交

付
金
な
ど

歳
出
に
つ
い
て

民
生
費
／
高
齢
者
福
祉
や
、
障
害

者
福
祉
、
児
童
福
祉
な
ど
の
経

費
公
債
費
／
市
債
（
市
の
借
金
）
な

ど
の
借
入
金
の
返
済
経
費

繰
上
償
還
／
当
初
予
定
し
て
い
た

返
済
日
前
に
、
借
り
て
い
た
お

金
を
返
す
こ
と

衛
生
費
／
ご
み
、
し
尿
処
理
、
予

防
接
種
、
健
康
診
断
な
ど
の
経

費
土
木
費
／
道
路
や
公
園
の
施
設
整

備
・
維
持
管
理
な
ど
の
経
費

総
務
費
／
総
務
管
理
や
企
画
・
税

務
事
務
な
ど
の
経
費

教
育
費
／
学
校
や
市
立
公
民
館
な

ど
の
改
築
・
維
持
管
理
な
ど
の

経
費

労
働
費
／
労
働
対
策
な
ど
の
経
費

消
防
費
／
消
火
・
救
急
活
動
な
ど

の
経
費

農
林
水
産
業
費
／
農
林
業
の
振
興

な
ど
の
経
費

商
工
費
／
商
工
業
の
振
興
な
ど
の

経
費

そ
の
他
／
議
会
費
、
諸
支
出
金
、

災
害
復
旧
費
な
ど

そ
の
他

Ｎ
Ｐ
Ｍ
（
ニ
ュ
ー･

パ
ブ
リ
ッ
ク･

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）
／
新
公
共
経
営

2広報ふじえだ　平成21年10月20日号3

区　分 予　算　額 決　算　額 備　考

水道事業収益 21億9,300万円 21億5,212万円 経常収支

水道事業費用 20億6,470万円 19億8,115万円

資本的収入 8億6,510万円 8億5,023万円 企業債など

資本的支出 14億9,754万円 14億8,138万円 建設改良費など

水道事業会計

区　分 予　算　額 決　算　額 備　考

病院事業収益 117億4,500万円 116億5,998万円 経常収支

病院事業費用 134億 800万円 129億9,853万円

資本的収入 13億2,600万円 13億3,178万円 企業債など

資本的支出 18億7,500万円 18億3,926万円 建設改良費など

病院事業会計

※一般会計からの繰入金は18億5,200万円。

●平成20年度公営企業会計の決算額

一般会計歳出決算額　403億8,869万円 一般会計歳入決算額　420億798万円

平成20年度に、みなさんに納めていただいた税金は、くらしをより良くするため、さまざまな形で用いました。
市では財政状況を市民のみなさんに知っていただくため、「広報ふじえだ」で毎年２回、公表をしています。今回
は９月市議会定例会で認定された平成20年度の市の決算をお知らせします。　

問財政課　☎643･3111　内線352

平成20年度　市の決算



た
た
め
、
５
億
５
８
３
９
万
円

（
9.1
％
）
減
少
し
ま
し
た
。

　

教
育
費
は
、
図
書
館
整
備
や
高

洲
公
民
館
整
備
な
ど
に
よ
り
、
９

億
４
７
１
０
万
円
（
29
・
３
％
）

増
加
し
ま
し
た
。

　

労
働
費
は
、
勤
労
者
住
宅
建
設

資
金
貸
付
金
が
増
加
し
た
た
め
、

２
億
５
２
８
万
円
（
10
・
５
％
）

増
加
し
ま
し
た
。

　

消
防
費
は
、消
防
防
災
施
設（
備

蓄
倉
庫
）
整
備
事
業
費
な
ど
に
よ

り
、
６
７
２
７
万
円
（
5.5
％
）
増

加
し
ま
し
た
。

　

農
林
水
産
業
費
は
、
農
道
整
備

な
ど
の
市
単
土
地
改
良
事
業
費
や
、

ふ
る
さ
と
水
と
土
基
金
の
元
金
積

立
金
な
ど
に
よ
り
、
６
３
２
６
万

円
（
8.1
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

　

そ
の
他
に
含
ま
れ
て
い
る
災

害
復
旧
費
は
、
４
５
６
８
万
円

（
71
・
２
％
）
減
少
し
、
議
会
費
は
、

８
１
０
万
円
（
3.0
％
）
増
加
し
ま

し
た
。

　

先
行
き
不
透
明
な
経
済
情
勢
の

中
、
本
市
の
財
政
状
況
は
、
大
変

厳
し
い
状
態
が
今
後
も
続
く
も
の

と
思
わ
れ
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、

藤
枝
型
Ｎ
Ｐ
Ｍ
を
積
極
的
に
推
進

し
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
期
待
と

信
頼
に
応
え
る
た
め
、
こ
れ
か
ら

も
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い

き
ま
す
。

　

昨
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
、『
地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律
』
に
基
づ
き
、
毎
年

度
、
市
の
健
全
化
判
断
比
率
な
ど

を
市
民
の
み
な
さ
ん
に
公
表
し
て

い
ま
す
。

　

実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤

字
比
率
に
つ
い
て
は
、
全
会
計
で

黒
字
と
な
る
た
め
、
該
当
し
ま
せ

ん
。

　

実
質
公
債
費
比
率
、
将
来
負
担

比
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
20
年
度

は
、
下
水
道
事
業
へ
の
繰
出
が
大

き
く
減
少
し
た
た
め
、
指
標
は
19

年
度
に
比
べ
、
改
善
し
て
い
ま
す
。

　

資
金
不
足
比
率
に
つ
い
て
は
、

対
象
の
病
院
事
業
、
水
道
事
業
、

簡
易
水
道
事
業
、
公
共
下
水
道
事

業
、
農
業
集
落
排
水
事
業
の
す
べ

て
に
お
い
て
、
算
出
さ
れ
ま
せ
ん

で
し
た
。

　

本
市
の
健
全
化
判
断
比
率
の
数

値
は
４
つ
と
も
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
お
り
、
健
全
化
が
保

た
れ
て
い
ま
す
。

①
実
質
赤
字
比
率

　

普
通
会
計
（
一
般
会
計
と
土

地
取
得
会
計
）
の
赤
字
の
程
度

を
指
標
化
し
、
財
政
運
営
の
悪

化
度
合
を
示
し
た
も
の
で
す
。

こ
の
比
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
赤

字
の
解
消
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

普
通
会
計
の
ほ
か
に
、
国
民

健
康
保
険
事
業
な
ど
８
つ
の
特

別
会
計
と
、
２
つ
の
企
業
会
計

の
赤
字
や
黒
字
を
合
算
し
、
市

全
体
の
財
政
運
営
の
悪
化
度
合

を
示
し
た
も
の
で
す
。

③
実
質
公
債
費
比
率

　

借
入
金
の
返
済
額
と
、
こ
れ

に
準
じ
る
繰
出
金
や
債
務
負
担

の
大
き
さ
を
３
カ
年
の
平
均
で

指
標
化
し
、
公
債
費
負
担
の
程

度
を
示
し
た
も
の
で
す
。

④
将
来
負
担
比
率

　

市
の
す
べ
て
の
会
計
の
借
入

金
や
将
来
支
払
っ
て
い
く
可
能

性
の
あ
る
負
担
な
ど
、
現
時
点

で
の
残
高
の
程
度
を
指
標
化
し
、

将
来
、
財
政
を
圧
迫
す
る
程
度

を
示
し
た
も
の
で
す
。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

H20	藤　枝
－

( 12.01 )

－

( 17.01 )

15.7

( 25.0 )

113.6

( 350.0 )

H19	旧藤枝 － － 16.8 144.4 

H19	旧岡部 － － 10.6 31.8 

H19	合　算 － － 16.1 131.8 

特別会計の名称 資金不足比率 資金不足比率（前年度）

病院事業会計 － 3.5

水道事業会計 － －

簡易水道事業特別会計 － －

公共下水道事業特別会計 － －

農業集落排水事業特別会計 － －

●平成20年度　決算における健全化判断比率	 （単位：％）

●平成20年度　決算における資金不足比率	 （単位：％）

※資金不足額がない場合、または資金不足比率が算定されない場合は「－」と記載しています。

※（）は、早期健全化基準。

●平成20年度　特別会計決算額

会計
収入額

（）内は一般会計からの繰入金 差引額
支出額

国民健康保健事業
114億1,055万円 (4億4,218万円)

2億1,071万円
111億9,984万円

簡易水道事業
2,197万円（303万円）

141万円
2,056万円

土地取得事業
3,894万円
3,894万円

公共下水道事業
50億8,314万円（6億8,500万円）

84万円
50億8,230万円

駐車場事業
2,854万円

94万円
2,760万円

老人保健
9億  376万円（6,190万円）
9億  376万円

農業集落排水事業
5億6,030万円（7,050万円）
5億6,030万円

介護保険
68億1,433万円（10億2,666万円）

4,571万円
67億6,862万円

後期高齢者医療
9億9,928万円（1億5,091万円）

361万円
9億9,567万円

●平成20年度　
　市民一人当たりの支出額・収入額

収入
13万6,777円

市民税
64,026円

固定資産税
57,914円

都市計画税
8,622円
市たばこ税
4,649円
軽自動車税
1,562円

その他　4円

支出
27万8,964円

民生費
57,030円

公債費
40,677円

衛生費
40,579円

土木費
38,531円

総務費
37,250円

教育費
28,851円

その他
36,046円

※人口は、平成21年３月31
日現在の人口（144,781
人・外国人を含む）で計
算したものです。

▲

市
立
駅
南
図
書
館

▲

高
洲
公
民
館

健全化判断比率

本
市
の
財
政
は

健
全
で
す

行
政
用
語
解
説
２

健
全
化
判
断
比
率

　

財
政
状
況
が
健
全
で
あ
る
か
ど

う
か
を
判
断
す
る
も
の
で
、「
実

質
赤
字
比
率
」「
連
結
実
質
赤
字

比
率
」「
実
質
公
債
費
比
率
」「
将

来
負
担
比
率
」
の
４
つ
の
指
標
か

ら
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。

　

４
つ
の
健
全
化
判
断
比
率
に
は
、

イ
エ
ロ
ー
カ
ー
ド
に
あ
た
る
「
早

期
健
全
化
基
準
」と
、レ
ッ
ド
カ
ー

ド
に
あ
た
る
「
財
政
再
生
基
準
」

が
、
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

指
標
の
数
値
が
、
１
つ
で
も
早

期
健
全
化
基
準
を
超
え
た
場
合

は
、「
財
政
健
全
化
計
画
」
を
定
め
、

自
主
的
・
計
画
的
に
財
政
の
健
全

化
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
自
主
的
な
財
政
再
建
が

困
難
と
判
断
さ
れ
る
財
政
再
生
基

準
は
、
将
来
負
担
比
率
を
除
く
３

指
標
に
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
１

つ
で
も
そ
の
基
準
を
超
え
た
場
合

は
、「
財
政
再
生
計
画
」
を
定
め
、

総
務
大
臣
に
報
告
。
そ
の
同
意
を

得
て
財
政
の
再
生
を
図
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

資
金
不
足
比
率

　

一
般
会
計
の
赤
字
に
あ
た
る
公

営
企
業
会
計
の
資
金
不
足
を
、
公

営
企
業
の
事
業
規
模
で
あ
る
料
金

収
入
な
ど
の
規
模
と
比
較
し
て
指

標
化
。
経
営
状
況
の
悪
化
度
合
を

示
し
た
も
の
で
す
。
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